
第３回町田市行政経営監理委員会

町田市財務部財政課

2014年1月9日

～市有建築物の計画的維持管理の推進～

資料２

1



Ⅰ 市の公共施設の現状と課題

・少子高齢化等の人口構造の変化
・今後も大きな収支不足が見込まれる厳しい
財政状況
・施設の老朽化による改修、更新コストの大
幅な増加
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Ⅰ 市の公共施設の現状と課題

1.町田市の人口推計

生産年齢人口は、ほぼ横ばいで推移、年少人口は減少、老齢人口は増加

ニーズと現

況の公共施

設とでミス

マッチが起

こる
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Ⅰ 市の公共施設の現状と課題

2.財政状況
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（億円） 性質別経費の推移

人件費 扶助費 公債費

物件費 維持補修費 補助費等

積立金 投資・出資・貸付金 繰出金

普通建設事業費 災害復旧事業費

扶助費の増加により、

義務的経費の増が顕

著！

→公共施設の老朽化に

対する改修、更新のコ

スト（投資的経費）を

圧迫
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Ⅰ 市の公共施設の現状と課題

3.公共施設の将来の更新必要額の試算
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償却済施設

再調達価格（億円）

施設分類別資産更新必要額

学校教育施設 生涯学習施設 庁舎等 福祉施設 観光・産業振興施設 公営住宅 公園緑地等

固定資産台帳を整備したことにより、公共施設の今後の更新必要
額が明らかに！

算定方法

◎固定資産建物の減価償却が終了

した時点（耐用年数が満了した時

点）を更新時点とする。

更新必要額＝取得価額×デ

フレーター
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Ⅰ 市の公共施設の現状と課題

3.公共施設の将来の更新必要額の試算

2032年度までの２０年間で１３００億円の公共施
設の更新需要が見込まれる。

→現在保有している公共施設をそのまま保有する
と仮定すると、道路を除き毎年６５億円程度の更
新経費が必要となる。（営繕課の総務省ソフトに
よる算定では、６８.１億円）
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Ⅰ 市の公共施設の現状と課題

4.施設分類別資産老朽化比率

固定資産台帳を整備
したことにより、建
物の老朽化比率が明
らかに！
→個別の資産の減耗
度からも老朽化が明
らかに！
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取得価格（億円）施設分類別資産老朽化比率

合計 / 残存価額 合計 / 減価償却累計額 平均 / 老朽化比率

残存価額, 

971億円,

54%

減価償却累計

額, 842億円, 

46%

公共施設全体取得価額

1813億円（下水処理施設除く）
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Ⅰ 市の財政状況の現状と課題

今後予想される大規模な財政需要に対応するため
には、全庁的、多面的な取り組みが必要！
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

①維持補修比率をモニタリングすることによる投資の必要性の検討
②基金を活用した金融費用の圧縮

①維持管理経費の一元管理 ②施設の利用状況のモニタリングの導入
③ＰＰＰ（公民連携）の推進
指定管理者の更なる導入の検討、 ＰＦＩ導入の検討

1.計画的な改修によるライフサイクルコストの低減（財政課としての取り組み）

2.維持管理の効率化

3.受益者負担の適正化

4.今後の公共施設のあり方に関する原則の設定
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

1. 計画的な改修によるライフサイクルコストの低減
①維持補修比率をモニタリングすることによる投資の検討

◎維持補修比率の高い歳出目 （千円）

歳出目名称
維持補修費
（Ａ）

建物取得額
（Ｂ）

維持補修比率
（Ａ/Ｂ）

防災対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42,188 1,145,323 3.68%

なるせ駅前市民センター費 28,504 910,796 3.13%

廃棄物処理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,705 506,600 2.71%

住宅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　109,580 7,509,931 1.46%

国際版画美術館費　　　　　　　　　　　　　　　　　21,754 1,927,337 1.13%

保健推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,994 1,177,453 1.10%

新たな投資の必要性を検討
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

1. 計画的な改修によるライフサイクルコストの低減

①維持補修比率をモニタリングすることによる投資の検討
○清掃工場の設備更新と管理業務のアウトソーシングによる効果の分析

（千円）

年度 25 26 27 28

行政費用 82,500 84,200 85,000 85,800

人件費 72,000 72,000 72,000 72,000

物件費（燃料費） 5,000 5,000 5,000 5,000

物件費（委託料）

維持補修費 5,500 7,200 8,000 8,800

減価償却費

金融費用 0 0 0 0

公債費利子

総費用Ａ 82,500 84,200 85,000 85,800

（千円）

年度 25 26 27 28

行政費用 58,800 58,800 58,800 58,800

人件費 16,000 16,000 16,000 16,000

物件費（燃料費） 2,000 2,000 2,000 2,000

物件費（委託料） 35,000 35,000 35,000 35,000

維持補修費 800 800 800 800

減価償却費 5,000 5,000 5,000 5,000

金融費用 2,000 2,000 2,000 2,000

公債費利子 2,000 2,000 2,000 2,000

総費用Ｂ 60,800 60,800 60,800 60,800

コスト差額（Ｂ－Ａ） -21,700 -23,400 -24,200 -25,000

【設備継続使用＋直営】

【設備更新＋アウトソーシング】

償却済

残債なし

アウトソーシングの効果
が一目で分かる。

償却済 償却済 償却済

残債なし 残債なし 残債なし 設備投資の効果の検証が

一目で可能に！

投資により、
◎コスト減⇒機能向上
による燃料費、維持補
修費の減
◎コスト増⇒減価償却
費の増、金融費用の増

⇒総合的に投資の効果
を判断
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

1. 計画的な改修によるライフサイクルコストの低減

①基金の活用による金融費用の圧縮

2012年度 一般会計公債費利子支払額

元金償還 51億4千万に対し、11億4千万の利子

利子は、公共施設の運営コスト！
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

1. 計画的な改修によるライフサイクルコストの低減

①基金の活用による金融費用の圧縮

Ｎ年度 Ｎ+1年度 Ｎ+2年度 Ｎ+3年度

歳入

歳出

歳入

歳出

元金
償還

基金積立

地方債
借入

基金繰入

地方債
借入

基金繰入

地方債
借入

基金繰入

元金
償還

基金積立

元金
償還

基金積立

元金
償還

基金積立

地方債
借入

基金繰入

元金
償還

地方債
借入

元金
償還

地方債
借入

元金
償還

地方債
借入

元金
償還

地方債
借入 元金償還と基金積立

は、財政運営により

置換可能！

積立基金の積立と取り崩

しをルール化することで、

金融費用を圧縮
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

1. 計画的な改修によるライフサイクルコストの低減

①基金の活用による金融費用の圧縮
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

2. 維持管理の効率化
①維持管理経費の現状
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

2. 維持管理の効率化
①維持管理経費の一元管理による削減

民間事業者の参入を促進

設置業者とフルメンテ随意契約している仕様を、
ＰＯＧ契約（消耗品費と定期点検）との比較検
討

施設に係る
コスト

施設管理
コスト 維持管理経費の縮減を見越した仕様

①仕様の簡素化

施設管理コスト縮減に向けた取り組み

③保守点検等の簡素化

④指定管理者制度の有効活用

清掃、警備、備品等共通仕様とし共同発注

②仕様の共通化・共同発注

事業運営
コスト
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

2. 維持管理の効率化
②利用状況のモニタリングの導入

事業別財務諸表において、利用状況、運営状況、コストの状況から
①費用対効果 ②パフォーマンスの水準 ③目的適合性の評価のため
の指標を設定し、数値目標を明示する。

施設名

○○交流センター 年間利用者数 ／ 過去最大利用者数

○○体育館 年間利用者数 ／ 年間想定利用者数

☆☆障がい施設 月平均在所人員 ／ 定員

△△子ども家庭支援センター
庁舎として利用してい

る延床面積
／

共用部を除く
延床面積

◎◎リサイクルセンター 年間処理量 ／ 目標処理量

指標の考え方の例
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

2. 維持管理の効率化
③ＰＰＰの推進 指定管理者の更なる導入

・現在92施設に導入している指定管理者制度
の更なる推進
・未導入である公園、児童青少年施設、生涯
学習施設等への導入の検討
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

2. 維持管理の効率化
②ＰＰＰの推進 ＰＦＩ導入の検討

ＰＦＩ（Private Finance Initiative)は、公共施設等の設計・建設・

改修・更新や維持管理・運営を、民間資金や経営能力及び技術的能

力を活用して効果的かつ効率的に行う公共サービスの手法

公共施設更新（建替）の際には、複合施設化とＰＦＩ導入の積極

的検討！

公共サービスについての発想の転換を！

「利用者重視、アウトプット重視」

複合施設化のメリット

・利用者の利便性向上・維持管理コストの縮減・+αの相乗効果
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

2. 維持管理の効率化
②ＰＰＰの推進 ＰＦＩ導入の検討

施設の維持管理や運営を重視して事

業の枠組みを固め、サービスを提供

サービス提供のあり方や仕組みその

ものを中心に検討

⇒効率性や効果を最大化するための

工夫が、設計や建設段階にさかの

ぼって反映される。

⇒真に必要なサービスのニーズを的

確に把握し、かつ継続的な取り組み

設計、建設、維持管理運営等に関す

る各種コストの総額の把握を重視

効率性や効果に関する評価に基づいた

ＶＦＭの実現

ＶＦＭは、コスト縮減による評価のみ

ならず、サービス内容の向上等質的評

価も併せた総合的な評価に基づく。

○ＰＦＩ＝サービス提供の重視 ○ＰＦＩ＝ライフサイクルコストの重視

○ＰＦＩ＝ＶＦＭの実現
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

3. 受益者負担の適正化

今後公共施設を維持していくためには、維持管理費
用、更新するのに必要なコストに対する使用者、利
用者の負担という観点の導入の検討が必要
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

3. 受益者負担の適正化

町田市受益者負担の適正化に関する基本方針によるサービス区分別の負担の考え方と
受益者負担割合

受益者負担割合 0%

<区分Ⅰ>

基礎的で民間に類似サービスの提供
がないもの

（道路、公園、図書館など）

受益者負担割合 50%

<区分Ⅱ>

基礎的で民間に類似サービスの提供
があるもの

（学童保育クラブ、市営住宅共益
費、祭壇使用料など）

受益者負担割合 50%

<区分Ⅲ>

選択的で民間に類似サービスの提供
がないもの

（公民館、地域センター、体育館、
講習会参加費など）

受益者負担割合 100%

（プール、テニスコート、駐車場、
自然休暇村など）

<区分Ⅳ>

選択的で民間に類似サービスの提供
があるもの

民間で類似サービスの提供
があるもの

民間で類似サービスの提供
がないもの

基礎的

選択的
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

3. 受益者負担の適正化

○事業別財務諸表による受益者負担割合の把握と見直しの方向性

区分Ⅱ
○○事業

区分Ⅲ
△△事業

区分Ⅲ
△△事業

区分Ⅳ
□□事業

行政コスト（Ａ） 50,000 34,000 100,000 50,000

利用料金（Ｂ） 10,000 22,000 40,000 15,000

料金負担割合（Ｂ/Ａ） 20% 65% 40% 30%

基本方針による受益
者負担割合

50% 50% 50% 100%

料金見直しの方向性 引上げ 引下げ 据え置き 引上げ
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

4. 今後の公共施設のあり方に関する原則の設定
を！

今後公共施設を保全していく上での、更新や維持
管理や新築・建替え時の合意形成に際しての市と
しての原則が必要
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Ⅱ 今後の公共施設保全に向けた取り組み

4. 今後の公共施設のあり方に関する原則の設定
を！

「町田市の今後の公共施設のあり方に関する原則（例）」

・施設を更新する際は、原則として多機能化し、統合する施設を廃

止、総量減とすること

・施設の用途別に、規模、機能の標準を定めること

・管理運営に際しては、最優先に公民連携の導入を検討すること

・行政コストを明示し、費用対効果を踏まえた合意形成を行うこと

・利用率、稼働率を随時モニタリングし、数値が基準以下の場合は

統合廃止を検討すること

25


	第３回町田市行政経営監理委員会
	� Ⅰ 市の公共施設の現状と課題�　　
	� Ⅰ 市の公共施設の現状と課題�　　1.町田市の人口推計
	� Ⅰ 市の公共施設の現状と課題�　　2.財政状況
	� Ⅰ 市の公共施設の現状と課題�　　3.公共施設の将来の更新必要額の試算
	� Ⅰ 市の公共施設の現状と課題�　　3.公共施設の将来の更新必要額の試算
	� Ⅰ 市の公共施設の現状と課題�　　4.施設分類別資産老朽化比率
	� Ⅰ 市の財政状況の現状と課題�　　
	� Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�
	� Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　1.　計画的な改修によるライフサイクルコストの低減�　①維持補修比率をモニタリングすることによる投資の検討
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　1.　計画的な改修によるライフサイクルコストの低減�　①維持補修比率をモニタリングすることによる投資の検討
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　1.　計画的な改修によるライフサイクルコストの低減�　①基金の活用による金融費用の圧縮
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　1.　計画的な改修によるライフサイクルコストの低減�　①基金の活用による金融費用の圧縮
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　1.　計画的な改修によるライフサイクルコストの低減�　①基金の活用による金融費用の圧縮
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　2.　維持管理の効率化�　①維持管理経費の現状
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　2.　維持管理の効率化�　①維持管理経費の一元管理による削減
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　2.　維持管理の効率化�　②利用状況のモニタリングの導入
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　2.　維持管理の効率化�　③ＰＰＰの推進　指定管理者の更なる導入
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　2.　維持管理の効率化�　②ＰＰＰの推進　ＰＦＩ導入の検討
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　2.　維持管理の効率化�　②ＰＰＰの推進　ＰＦＩ導入の検討
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　3.　受益者負担の適正化�
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　3.　受益者負担の適正化�
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　3.　受益者負担の適正化�
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　4.　今後の公共施設のあり方に関する原則の設定を！
	Ⅱ　今後の公共施設保全に向けた取り組み�　4.　今後の公共施設のあり方に関する原則の設定を！

